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      ＪＲ東労組 業務部 

 

１．事業本部を一事業場にすることにより広範囲になることから、事業本部設置後において

も、現在の事業場の範囲とするとともに、安全衛生委員会についても現体制を維持するこ

と。 

２．武蔵野事業本部を廃案とし、北朝霞・新座駅間を境界とする、浦和事業本部と立川事業

本部に再編すること。 

３．現在１２の本部・支社にある人事ユニットと勤労ユニットの集約化は、不利益変更等と

なるため行わないこと。 

４．車両検修部門は、地域共創モビリティサービス（ユニット）内に設けずに、事業推進部

内に独立した業務（ユニット）とすること。また、各事業本部において、必要な設備更新

や修繕費を確保すること。 

５．昇進・昇格試験や健康診断、医学適性検査等については、組合員の移動距離等を考慮す

るため、受験・受診箇所を選択制とすること。 

６．各機関において機能や業務の移管・集約等が発生することから、十分な引継ぎ時間を設

けること。また、通達やルール・マニュアル等については、事業本部が責任を持って発出・

管理すること。 

７．各箇所における組合員の配置については、特性や技術・技能を把握し適正に行うこと。

また、「融合と連携」により、新たに担当する業務に就く場合は、必要な教育・訓練を実

施し、本人の不安を解消すること。 

８．組合員が安全で安心して業務できる作業ダイヤを作成すること。 

９．地域総合職への移行に伴い、入社済の組合員を県単位による運用に移行することについ

て丁寧に説明し、組合員の理解を得たうえで、本人希望を把握し実現すること。 

10．事業本部内において、組合員の主たる業務と主たる勤務地を明確にすること。また、事

業本部内でのユニット間の異動（現行の本部・支社が所在しない事業本部については業務

間の異動）については、発令すること。 

11．ＪＲ本体とグループ会社間の人事交流は、要員対策や委託を目的としないこと。 

12．事業本部が行う生活ソリューションの業務を明確にすること。また、地方での労使議論

において必要な出面数を示すこと。 

13．事業本部の出面数は、ユニット（現行の本部・支社が所在しない事業本部については業

務）の単位で示すこと。 

２件の解明交渉で１０７項目にわたって議論を行ってきました！ 

不明な点も含めて議論が必要なため、 


